別添資料－１

「テーマ申請書」記入要領

　「テーマ申請書」の記入にあたっては、次ページの様式を使用して下さい。以下に各項目の記入要領を示します。１テーマごとに、１申請書を作成して下さい。

１．テーマ名

  ２５字以内で提案内容を的確かつ具体的に表現し、簡潔でわかり易い名称を記入します。

２．申請者（＝契約予定者）

　申請者の所属する企業・団体名、代表者名、申請者名、所属・部署名、役職、所在地、電話番号（代表、直通を明記）、ＦＡＸ番号、Ｅ－ｍａｉｌアドレスを表の中の各欄に記入し、押印します。また、申請者は、採択された場合、そのまま契約予定者となります。従って、ＣＥＣと請負契約が可能な法人格を有する企業・団体であることが条件となりますので、ご注意下さい。

３．連絡担当者

　ＣＥＣから問い合わせを行なう場合の連絡担当者の企業・団体名、所在地、所属、氏名、電話番号（代表、直通を明記）、ＦＡＸ番号、Ｅ－ｍａｉｌアドレスを記入します。申請者と同じ場合は「同上」で省略してもかまいません。

（注意）採択までの問い合わせ、各種通知などをさせていただきますので、プロジェクト内容を十分把握している方を連絡担当者として下さい。  

４．公的教育機関

ご協力いただける教育委員会・学校等、公的教育機関の名称、所在地、担当者の所属、氏名、電話番号（代表、直通を明記）、ＦＡＸ番号、Ｅ－ｍａｉｌアドレスを記入します。

テーマ申請書フォーマット

テーマ申請書のフォーマットについては、別添資料－２「テーマ申請書」(MS　Excel97)

をご利用下さい。
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（注）　提出時ホッチキス止め不可。まとめる場合は着脱可能なクリップ等を使用する。

　「テーマ提案書」記入要領

　産業協力授業プロジェクト「テーマ提案書」の記入にあたっては、以下の各項目について日本語を主に用いて正確に記述して下さい。

「テーマ提案書」は５ページ以内および予算額表1ページで、記述して下さい。参考資料などの添付はしないで下さい。なお、Ａ４サイズ用紙、縦置き・横書きで、原則ワープロ書き（１０ポイント以上）、段組無しで記載することとし、様式は特に問いません。（枠囲み内に記述する必要はありませんが、コピーを行なっても天地左右が切れないように留意して下さい。）

１．応募する事業名

　「産業協力授業プロジェクト」

２．テーマ名

　「テーマ申請書」に記載したテーマ名と同じものを記述します。

３．授業計画

　提案する授業内容について、以下の項目を記述します。

（１）授業のねらい

　　当該授業の学習指導要領における必要性、産業界の人材が授業実施することの意義と

　　その効果、実現できる授業のイメージなどを記述します。

（２）授業内容

　　提案する授業の内容について、目的、教科、単元の中での位置づけ、具体的内容、使

　　用教材、ＩＴ活用等について詳しく記述します。

（３）授業計画

　　提案する授業の実施予定について、具体的な学校名、対象学年、実施場所、実施時期、

　　実施回数などについて詳しく記述します。

（４）授業結果の評価

　　実施した授業についての評価方法などについて、記述します。

４．使用教材

　使用する教材について、産業界の講師が使用する「授業実施用」教材と学校が使用する「学校用」教材について、その内容を以下の項目について記述します。

（１）教材のねらい

　　使用する教材の必要性、また、当該授業において使用することの意義とその効果、ど

　　のような産業界のノウハウを含んでいるか、等について記述します。

（２）教材の内容

　　新たに開発する場合（新規教材開発）は、その概要について記述します。

　　既存の教材を利用する場合は、その出典について具体的な内容や数量・開発時期、過　

　　去の利用度について説明したうえで、内容を記述します。

　　教材のイメージ、使用方法など、できるだけ具体的に記述します。

　（例）「自社製造マニュアルより５ページ相当を引用」

（３）使用する教材の仕様

　　使用する教材の仕様について、詳しく記述します。

（４）開発環境と教材の稼働環境

　　開発に必要な環境と教材が稼働する環境条件について記述します。

（５）著作権等を処理するための手段

　　開発する際の権利保有者および保有者に対する権利処理の手段、スキーム等を具体的

　　に記述します。

（６）使用した教材の提出および公開について

本公募において、使用した教材は、すべて、納品成果物となります。

当該プロエジェクト成果を幅広く普及する目的で、教材の内容に関してもHP等での公開を予定しています。

その為、ここでは、納品時における教材の提出および公開について条件等がある場合は、その旨も記述します。

５．実施体制

　授業実施についての実施体制を記載します。

（１）授業実施企業・団体

　　授業を実施する企業・団体の概要（会社案内等）および、本提案と実施企業の関連性　

　（有するノウハウ等）について詳しく記述します。

（２）授業実施担当者（産業界の講師）

　　授業を主として担当する産業界の講師の氏名、所属企業・団体、経歴および経験年数　

　　等を詳しく記述します。（主となる講師が複数の場合は、複数人数について記述して下

　　さい。）

（３）実施体制図

申請者（契約予定先）、授業を実施する企業・団体、協力する公的教育機関、教材作成機関、監修者、アドバイザーなどの関係企業・団体等を明記した上で、本事業の実施体制を、図によりわかりやすく記述して下さい。
また、今回の公募では、翌年度以降、継続的な授業実施を可能にする体制が配慮され、継続的に授業実施をする意向があることを重視しますので、以下のようなことも想定しながら、関係団体の体制と役割、企業・学校の意向（継続するための方法）等をテーマ提案書の中に具体的に記述してください。今年度と来年度の体制が異なる場合には、分けて記述してください。

・学校・教育委員会・自治体・企業・民間団体等による連帯感のある有機的なまとまりとしての｢地域コミュニティ｣が形成されている（形成される予定である）

・地域産業と教育分野のパイプ役になれる「地域コーディネート機能」を有した機関（商工会議所、青年会議所、ＰＴＡ、ＮＰＯ、地元企業等）が存在している

・企業が主体的かつ継続的に実施する意向を有している

・学校のカリキュラムへ組み込む意向を有している　　等


（４）実施スケジュール

　　授業実施までの、実施スケジュールを、教育機関等との打合せ、授業準備等を含めて

　　記述します。

（５）その他特記事項

６．これまでの実績

　本提案のテーマについて、過去に提案者が関与した実績について記述します。

　（例）平成13年度　情報経済基盤整備事業　実施テーマ「・・・」

７．関連プロジェクトへの応募状況

　本テーマに類似した内容で、国、情報処理振興事業協会等、他の特殊法人、公的団体等の助成制度に応募した経験がある、又は応募しているか否かについて記述します。なお、助成制度等の名称、本提案との関係についても記述します。

　また、本提案を提出後、他の助成制度に選定された場合には、速やかにＣＥＣに報告して下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８．予算額表

　以下の項目につき、別添資料－３「予算額表」を参考に記述します。

　授業実施にかかる人件費（外注費含む）、教材開発費、機器等賃借料、旅費、監修費、会議費、その他の諸経費等、消費税について、予想所要経費を千円を単位として記述します。なお、管理費については人件費の１０％以内とし、電子計算機等の導入は原則として賃借のみとします。　
